2010年10月14日

総 務 大 臣
片　山　善　博　様
全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　徳　永　秀　昭
　　　現業評議会議長　石　子　雅　章
要　　　 求 　　　書
　貴省の地方自治の発展と地域住民の生活向上へのご尽力に心より敬意を表します。
　さて、2009年5月31日、公共サービス基本法が制定されました。これは、国民が健全な生活を送る上で欠くことのできないものである公共サービスを享受する権利を明確にするとともに、その提供の義務を国と自治体に明確にするものとして、この間、私たちが強く求めてきたものです。この法律を活用し質の高い公共サービスを具体化していくことは、国と自治体に課された責務です。

一方、実際の地域公共サービスの現状は、民間委託を推進する政府の方針により、公共サービスへの責任をあいまいにしたまま、現業部門が急速に縮小されています。その結果、住民サービスの低下が生じ、人命に関わる事故も発生するなど、深刻な状況となっています。あわせて、政府からは不適切な手法による民間との給与の比較・公表などにより、不当に賃金・労働条件引き下げの圧力がかけられており、残された現場も急速に力を失いつつあります。
社会にとって欠かすことのできない、質の高い公共サービスを守るためにも、以下のとおり要求いたします。
記

１.　地公法第57条の「単純労務」規定については、実際に自治体現業職員が行っている業務の実態とは著しく乖離していることから、公務員制度改革とあわせて見直しを行うこと。

２．現業職員の賃金・勤務労働条件は労使による交渉と合意により決定されるものであることから、各自治体に対しては、労使間の十分な交渉・協議を行いその決定事項を尊重するよう通知等で周知をおこなうこと。
３．総務省は「賃金センサスによる単純な比較は適切でない」というこれまでの認識を堅持し、自治体に対してこの認識を明確に示すこと。
４　現業職への行(二)給料表適用などの賃金引下げを、退職手当債の起債許可の条件とせず、地方自治体の現業職の賃金に対して不当な干渉をしないこと。
５．現業職員を新規に採用するかどうかは公共サービスの実施に関する各自治体の政策判断に属するものであることから、国は自治体への干渉を行わないこと。
以　　上

